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材養成事業」の成果をとりまとめたものです。  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「Society 5.0」対応教育の本質  

文部科学省　令和２年度　専修学校による地域産業中核的人材養成事業  
　「モノづくり産業におけるイノベーティブ産業人材教育プログラム開発事業」  

「リカレント教育」“一年制・研究課程” (「Society 5.0」対応カリキュラム)  

 

(　e-ラーニング方式　)  
 

 
リカレント教育  

 

世界的環境問題や新型コロナ問題、そして「Society 5.0」の到来は、わが国の強みでもあるモノづくり産業のあり方も、
それを支援するサービス産業も大きく変革してゆくことが予測されております。 
 
そして、この改革に挑戦しない企業は自然淘汰され、それによって地域は一層疲弊し、しいては「技術立国・日本」の
座を追われることは事理明白であります。 
 
しかしながら、この改革を推進するためには、その知識・能力をもった「人財」が不可欠であり、その人材育成が急務と
なっております。 
 
今日のテクノロジー進展のスピードは目覚しく、ビジネスモデルの変革に即応した人材育成は、いまや国家的な課題
となり、公的機関が主導する形で産業界及び教育界が一致協力して取り組んでいかなければなりません。 
 
本人材教育はこれまでの教育、現状の教育を否定するものではありません。 
 
しかし、今、企業は世界的な課題解決を視野に、更には「Society 5.0」への挑戦を試みておりますが 
苦慮しているのが実情です。 
 
その結果として、大手・中堅企業において“高学歴・中堅”社員の多くの人材が「社内失業・早期退職勧告・そしてリスト
ラ」などの憂き目にあっているのが実態です。 
 
これは何故でしょう、どんどん日本の大事な人材が失われてゆく。 
 
これらの実態が示す様に現状の教育には“知識・業務経験豊富”でも「役に立たない」とレッテルを貼られた人材が「役
に立つ」ための、これからの鍵を握る何かが足りないと思っております。 
 
卒業し、会社に就職し“もてる知識・業務経験”を持つ人材が「役に立つ」と評価されるには、どの様な“スキル・力量”
をもつ人材なのでしょうか。 
 
本教育ではそれらを“淘汰されない価値創造力”と称し、求められる能力評価指標を分析・設計し、企業に於ける「課
題解決の為に」「業績改善の為に」「新規事業の為に」役に立つ様に「もてる知識・業務経験の力としての発揮のし方」
を具体的エンジニアリング業務手法として教育プログラム化して、実践教育を通じて創造力を養成し、自らがその教育
成果(イノベーション構想(自社の為の課題解決・業績改善・新規事業))の創造してゆくことを本質としております。 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“教育プログラム”の位置付け・役割  

 

”教育プログラム”課題解決手法の構造  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７ 

５ 

１ 

　 

（2019年度　「モノづくり産業におけるイノベーティブ産業人材養成プログラム開発事業」の成果の概要）  
 

 
 
 

 

 

 

オンライン併用型授業及び教育成果（挑戦構想）発表・審査会（審査基準） 

 

 

 

 
 

 

９ 

 
 

能力評価手法・教育成果評価基準 
 
 

１０ 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目的 

その“位置付け”の役割・責任・目標を達成するためには、“位置付け”に対応した
「スキル・力量」すなわち対応能力が求められる。  
（個々の対応能力を「コンピテンシー」という）  
 

コンピテンシー・  
マネジメント・システム  

組織における“淘汰されない価値創造力”である「組織の為に」　「業績改善の為
に」　「新規事業の為に」　役に立つ　「スキル・力量」を兼ね備えた人材を育成す
る手法をコンピテンシー・マネジメント・システムという。  

次世代 
エンジニアリング  

特に“モノづくり企業”におけるコンピテンシー・マネジメント・システムは自社の業
績改善・課題解決と次代への変化に対応した最先端技術を駆使し社会的課題
解決の為のイノベーション・ツールを設計・実現(商品・事業化)する手法を次世
代エンジニアリングという。  
 

地域活性化  
(地域産業振興)  
　　　へのアプローチ  

地域の”モノづくり企業”の仕事がなくなれば人は減る、人口が減ればその分サー
ビス業も減る、この悪循環が始まればその流れは止められない  
 
地域の”モノづくり企業”の優秀な何社かが“魅力的新規事業”を展開し、地元の
要素技術(企業)を活用できる魅力的プロジェクトの創造・実現が不可欠である。  
 

リカレント教育  

地域が一体となり地域”モノづくり企業”の次代のリーダー候補を育成する。  
(”学びなおし”で広く門徒を解放、それを地域が一体となって支援する)  
 
そして、自身の為に、組織の為に“淘汰されない価値創造力”を身につける。  
その上で、“一年制・研究課程”を通じて「自社の為の構想」を策定・報告する。  

本手法は”日本式の人材育成手法”で高度経済成長期に刻々と変化する経営環
境に自社で立ち向かう為に大手・中堅の“モノづくり企業”で活用されてきた「挑戦
構想」と「人材育成」を同時に実現する為の実績ある手法、然し多くの企業では  
次世代に継承・伝承されていないのが実情である。  
 

令和2年度・実証講座  
(完成版)  

 
モノづくり産業におけるイノベーティブ産業人材養成プログラム開発  

(Society 5.0対応カリキュラム)  
 

　専修学校による地域産業中核的人材（イノベーティブ人材）養成  

手段 

求める成果  

「Society 5.0」(内閣府の定義)  
人類史上５番目の新しい社会  
サイバー空間(仮想空間)とフィジカル空間(現実空間)を高度に融
合させたシステムにより経済発展と社会的課題の解決を両立する
人間中心の社会(Society)をいう。  

“イノベーティブ人材”とは、IoTやAIなどのイノベーション・ツールを駆
使しながら、社会課題の中に潜んでいるニーズを拾い、それに応える
ために情報収集、プロジェクトチームを結成しその実現に向け推進す
ることができる人材を育成する。  

背景 

 
「Society 5.0」の到来は、わが国の強みでもあるモノづくり産業のあり方も大きく変革してゆく
ことが予想され、モノづくり企業にとっては、販路の拡大や新たな商材開発の好機でもあると
考えられます。しかしながら、この改革を推進するためには、その知識・能力をもった「人財」
が不可欠であり、その人財育成が急務となっております。（イノベーティブ人材）  
 

 

文部科学省　令和２年度 専修学校による地域産業中核的人材養成事業  

「モノづくり産業におけるイノベーティブ産業人材養成プログラム開発事業」  
 

令和２年度「実証講座」は“一年制・研究課程”の全科目の一年間の授業内容全般を　

約１ヶ月(実質：２０日間×３ｈ／日＝６０ｈ)に抜粋・編集した“ eラーニング”で実施予定。  

この「実証講座」では教師の視点から「完成度・教材利用・授業手法」等について、　更
には、研究生及び企業経営者の視点から「教材・授業内容・指導内容・成果」等につい
て　評価を行い、問題点を洗い出し、対策を講じ“一年制・研究課程”の完成版とする。  
 
 

 
 
 

”教育プログラム”開発事業の本質 
 

 
 

１ 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　【教育プログラム】は、“コンピテンシー・マネジメント手法”と“次世代エンジニアリング手法”の二軸で構成されています。 
 
　　☆“コンピテンシー・マネジメント手法”とは、「位置付け」に求められる役割を解明し、その役割遂行に必要な“スキル・力量” 
　　　  を具体的に分析・設計・定義する手法です。(これを能力評価指標といいます) 
 
 
　　　企業人として“淘汰されない価値創造力”　「自分の為に」「組織の為に」「業績改善の為に」「新規事業の為に」に役に立つ 
　　　にはどの様な“スキル・力量”を兼ね備えていなければならないかを“能力評価指標”として分析・モデル化定義しています。 
 
 
　　☆“次世代エンジニアリング手法”とは“能力評価指標”を日常の業務(エンジニアリングの領域)で「自分の為に」「組織の為 
　　　　　に」 「業績改善の為に」「新規事業の為に」なる様に、必要な知識や経験識を伝授し“淘汰されない価値創造力”として 
        の発揮のし方・させ方を具体的に手順化・メソッド化・体系化した手法です。 
 
 
 
　・・・これによって、「Society 5.0」に対応した「イノベーティブな人材の育成」と、その人材が自社の為に、自ら「経営課題解決・ 
　　　業績改善・新規事業構想」に取り組み、自社の為のイノベーション構想とその論理的根拠を同時に実現することができます。 
 
　・・・そこで、これらを“研究生”が誰でも自ら自社の為に実践できる様に教育プログラム：各教材・研究支援ツール(メソッド化)・ 
　　　教師支援ツール(指導要綱)として準備しました。 
 
 
　 

 
 
 

”教育プログラム”の概要 
 

 
 

２ 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“課題解決手法を導き出し次世代事業構想化”  
できるイノベーティブな人材を育成  

“世界的ビジネスルールの変革”（課題・動向・技術革新）  

“イノベーション構想”  

次世代イノベーション・ツールの実現  

旧 
人材 

「Society５．０」  

リカレント教育  

産業改革なし  

「地域が一体となった  
　　　　　　　　次世代人材の育成」  

“地域産業連携人材育成モデル”  

自分の為に・・・  

現状業績 

追加コスト  

売上 

利益 

コスト 

経営課題

新規事業 

イノベーティブな人材育成  

業績 

日本の課題  

日本の政策・指針「Society５．０」  

社内失業者問題  

大義名分 

淘汰されない価値創造力  

実現プロジェクト  

日本のモノづくり企業  

ニーズ減少・不要化  

人手不足 

（衰退・淘汰）  

ロボット 
（安全に人の  
　　　　手間を省く）

ビッグ
データ

ＩＴ 
ＩｏＴ

“イノベーション・ツールの創造”  
（最先端技術を駆使した課題解決手法）  

自社 
技術 

次世代エンジニアリング手法  
(知識・経験識の発揮手法)  

ＡＩ

解決アイディア  

IoTやAIなどのイノベーション・ツールを駆使しながら、社
会課題の中に潜んでいるニーズを拾い、それに応えるた
めに情報収集、プロジェクトチームを結成しその実現に向
け推進することができる  

次世代の姿  

イノベーション  
(社会的意義ある技術革新)  

イノベーティブ産業人材の定義  

組織の為に・・・  

業績改善の為に・・・  

新規事業の為に・・・  

コンピテンシー・マネジメント・システム  
 

(役割と必要スキル・力量の解明手法)  
【能力評価指標】  

“技術立国・日本”の再興に向けて  

リストラ、早期退職  

※地域のモノづくり産業が衰退　
すれば地域の人口減少から  
地域衰退の悪循環に陥る  

淘汰されない価値創造力の具体化  

先端 
技術 

能力評価指標  

”求められる力”  
その為に必要な  

スキル・力量  

専修学校“一年制・研究課程”(総合職モデル)  

「文部科学省 」  

“教育プログラム”の位置付け・役割 ３ 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“世界的ビジネスルールの変革”（課題・動向・技術革新）  

日本の課題  

日本の政策・指針「Society５．０」  

現状業績 

追加コスト  

売上 

利益 

コスト 

経営課題

新規事業 

コンプライアンス  

インシデント  

ロボット 
（安全に人の  
　　　　手間を省く）

ビッグ
データ

ＩＴ 
ＩｏＴ

“イノベーション・ツールの創造”  
（大義名分をもった課題解決手法）  

自社 
技術 

ＡＩ

解決アイディア  

（実現策を解く）  

先端技
術 

自分の為に・・・  

淘汰されない価値創造力の具体化  

組織の為に・・・  

業績改善の為に・・・  

新規事業の為に・・・  

“技術立国・日本”の再興に向けて 

 
”コンピテンシー・モデル”  

「淘汰されないための価値創造力」  
  

”コンピテンシー・マップ”  
 

”MASAMUNE－Ⅱ”コンピテンシー・モデル  
 

“課題解決手法を導き出し次世代事業構想化”  
できるイノベーティブな人材を育成  

５  １２  １９ 

４  １１  １８ 

３  １０  １７ 

２  ９  １６ 

１  ８  １５ 

２６ 

２５ 

２４ 

２３ 

２２ 

５ 

４ 

３ 

２ 

１ 

Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ 

７  １４  ２１ 

６  １３  ２０ 

Ⅳ 

２８ 

２６ 

７ 

６ 

C 

B 

A 

コンピテンシー・マネジメント・システム  
(能力評価指標の分析・設計手法)  

 

教材 １  定型ツール 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅳ 

２８ 

３７ 

２６ 

４ 

３ 

２ 

実践型研修プログラム  

実践型研修(PBL)  

「日本・地域・企業」の課題解決構想 

次世代エンジニアリング手法  
(必要スキル・力量の発揮手法)  

“位置付け”に求められる役割と  
役割遂行に必要なスキル・力量を解明  

“イノベーション構想”  

地域 

日本 

研修成果 
実現計画・事業計画  

(実現プロジェクト計画)  

 
“日本流の課題解決手法”  

 

自分の為に・・・  

組織の為に・・・  

業績改善の為に・・・  

新規事業の為に・・・  

次世代の人材を育成しながら“課題解決構想策定”、評価・方針に沿ってプロジェクト実現支援 

”これからの在り方”  

”教育プログラム”課題解決手法の構造 ４ 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“世界的ビジネスルールの変革”（課題・動向）  

日本の課題  

日本の政策・指針「Society５．０」  

大義名分 

“世の中は激しく変化している、  
　　　いや変化しているのではなく　変化させている〇〇がいる”  

 
次世代エンジニアリングの定義 

 

モノづくり産業  

エンジニア   エンジニア   エンジニア   エンジニア   エンジニア  

エンジニア   エンジニア   エンジニア   エンジニア   エンジニア   エンジニア   エンジニア  

核要素技術  

要素技術 

世の中の最先端の技術(モノ)と技術(モノ)を選択・組み合
わせて最高の機能を発揮させいかにして“人間の生活”に

役立てるかを解き明かし実現する技術  

（５G・AI・IoT・ロボット・・・・）  

既に核要素技術には素晴らしいプロフェッショナルが存在する  

次世代“イノベーション手法”とは、経済発展の一因としての「技術革新」  

次世代イノベーション  

”次世代イノベーション構想”  

次世代・課題解決手法  

◇物事の「新結合」「新機軸」「新しい切り口」「新しい捉え方」「新しい活用法」  
を創造する行為を言い“新しいアイディア”から社会的意義ある創造のこと  

ロボット 
（安全に人の  
　　　　手間を省く）

ビッグ
データ

ＩＴ 
ＩｏＴ

“イノベーション・ツールの創造”  
（大義名分をもった課題解決手法）  

自社 
技術 

ＡＩ【次世代への挑戦(構想化)】  
☆業務品質基準の確立  
☆リーダー・マネジメント力強化  
☆新規事業(知識・アイディア)  

実現計画・事業計画  
(生産性向上(利益率))  

優秀な人材の余力創出が必須  

解決アイディア  

ツール：概略仕様体系・基本要求仕様  

変革の本質を知り、挑戦しない企業は市場より排除されたり、自然淘汰されてゆくことは事理明白  

コンピテンシー・マネジメント・システム  
 

(役割と必要スキル・力量の解明手法)  
【能力評価指標】  

次世代エンジニアリング手法  
(必要スキル・力量の発揮手法)  

組織の為に・・・  

業績改善の為に・・・  

新規事業の為に・・・  

淘汰されない価値創造力   （解決策を解く）   （実現策を解く）  

（常に変化している）  

”次世代エンジニアリング・モデル”(淘汰されない価値創造力の実現) ５ 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本教育プログラムは前項で述べた通り、コンピテンシー領域、イノベーション・ツール領域、共通領域の3領域と、カリキュラム時間外の基礎学習科目から構成さ

れる。以下に各領域の構成科目の概要を示す。コンピテンシー領域ではプロジェクトを推進する上で必要なソフトスキルを訓練し、イノベーション・ツール領域

ではIoT、AIやロボット（自動化）に関する基礎概念とケーススタディを学習する。共通科目はPBL形式で行い、受講者が実際に課題を取り組むことにより、イノ

ベーティブ産業人材としてのイメージを体得してもらう。 

 

分類  科目名  概要  時間数 

共通 

PBL実習 
PBLを通じて学習した知識とスキルを使って、課題の発見、解決方法の検討、企画の具体化、実行等、課題発見・解決に取り
組むプロセスを体験的に学習する。  

420h 

PBLイノベーション構想  

 
PBLイノベーション構想を通じ「組織の」、「業績改善の」、「新規事業の」の為になる“次世代エンジニアリング手法”を学習す
る。 
 

180h 
 

イノ
ベー

ション・
ツール
領域 

AIソリューション　ケーススタディ   AI（ソフト・ソフト＋ハード）などのイノベーション・ツールの適用事例について学習する。   25h 

IoTソリューション　ケーススタディ   AI＋IoT・ロボットなどのイノベーション・ツールの適用事例について学習する。   25h 

社会ソリューション　ケーススタディ   社会の課題解決に向けたイノベーション・ツールの適用事例について学習する。   25h 

企業ソリューション　ケーススタディ   企業の課題解決に向けたイノベーション・ツールの適用事例について学習する。   25h 

特殊ソリューション　ケーススタディ   特殊領域の課題解決に向けたイノベーション・ツールの適用事例について学習する。   25h 

日本のモノづくり技術ケーススタディ   日本の最先端技術や日本のモノづくり技術の概念や適用事例について学習する。   25h 

コピテ
ンシー
領域 

問題発見力   ニーズを見出すための第一歩として社会の様々な事象から問題を発見する手法を学習する。   37.5h  

コミュニケーション力  
「聞く・話す」という基本スキルから「ネゴ・ファシリテーション」という高度スキルまで、コミュニケーションに必要なスキルを訓練
する。 

37.5h  

情報収集・分析   目的に向けた情報収集と情報分析の考え方と手法を学習する。   37.5h  

チームワーク   チームワークに必要なスキルと心得を習得する。   37.5h  

任意 
モノづくりの基礎   モノづくりの基本的な知識、概念などを学習する。   30h(eL)  

ビジネスの基礎   ビジネスの基本的な知識、概念などを学習する。   30h(eL)  

 
 

“教育プログラム”の科目構成 
 
 

６ 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ビジネス系・基礎  

専修学校“一年制・研究課程”年間授業構成  

技術系・基礎  

コンピテンシー領域  
(ロールプレイング)  

イノベーション・ツール領域  
(イノベーション事例)  

PBL実習 
(チーム実践型研究)  

PBL・イノベーション構想(チーム)  

初
期
講
座 

個人研究・イノベーション構想(復習)  

発
表
会 

支
援 

“オプション科目”  

(　e-ラーニング  )  

 
科目別・授業構造  

 

 
　技術系 

(オプション科目) 
 ビジネス系 

(オプション科目) 

コンピテンシー 
(４×５) 

イノベーション 
ツール(６×５) 

Ⅰ(⓵～⑦×３)  
 

Ⅱ(⓵～⑦×３)  
  

Ⅲ(⓵～⑦×３)  
  

Ⅳ(⓵～⑦×３)  
 

イノベーション  
構想(１８項目)  

個人研究論文  

基礎 

領域 

PBL 
実習 

 
 

(eラーニング)  
 
　 

１細目の所要時間(h)  
 
 
 
 

1細目の講義  

予習  講義  ワーク  復習 

 
 

１項目の所要時間（h）  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

　講義  　ワーク②  　復習 

　二次講義 

　予習  　講義  　ワーク① 

　一次講義 

１細目の所要時間(h)  
 
 
 
 

1細目の講義  

予習  講義  ワーク  復習 

 
(eラーニング)  

　 

 
(２．５ｈ／日）×６項目×５細目  

＝３０日間 
　 

 
授業所要日数  

　 

 
　復習 

 

 
 
 

１８項目×(２．５h／日×２日)  
＝３６日間 

  
 
 

 
(２．５ｈ／日×２日間）  

×４項目×５細目＝４０日間  
　 

30h

30h

１．２５ｈ×４コマ×３0日間  
＝１５０ｈ  

 
－ 
　 

１．２５ｈ×４コマ×８４日間  
＝４2０ｈ  

 

 
 
 
 
 

１．２５ｈ×４コマ×３６日間  
＝１８０ｈ  

 
 
 
 
 

 
 

１．２５ｈ×３コマ×40日間  
＝１５０ｈ  

 
　 

 
授業時間(ｈ)  

　 

 
授業所要日数＝１９０日間  

　 

 
授業時間＝９００ｈ　  

 

 
１項目の所要時間（h）  

 
 
 
 
 
 
 

 

1細目の講義  

予習  講義  ワーク  復習 

予習  講義  ワーク  復習 

１日目 

２日目 

１日目 

２日目 

１コマ：１．２５ｈ  

【　「文科省」単位計画条件　】  
☆座学・１単位：１５ｈ～３０ｈ  
☆実習・１単位：３０ｈ～４５ｈ  

【　“専門学校”単位設定条件　】  
☆総単位：４５単位以上  
☆総授業時間：８００ｈ以上  

　　　　　「モノづくり産業におけるイノベーティブ産業人材養成プログラム」  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“一年制研究課程”  
　　　　　（単位設定条件）　座学・１単位： １８ｈ　、実習・１単位：－  
 
                             　　総授業時間： ９００ｈ　、総単位数： ５０ 

年間稼働可能日数(２１５)  
（夏休み・冬休み＝２８日引いた日数）  

　　　　　☆チーム／個人研究発表＝４日  
　　☆スタートアップ講義＋イベント＝７日  

 
年間稼働
可能日数 

 
(２０４日)  

 

一細目(１．２５ｈ×２＝２．５h／日)  
×３細目×７項日×４テーマ  

＝８４日間 

記：インターンシップ対応時
数は授業時間に含まず  

 
 

“教育プログラム“授業計画(総時数：単位) 
 
 

７ 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夏休 

4月  ５月  ６月  7月  8月  9月  10月  11月  12月  1月  2月  3月 年間スケジュール  

制度 

年間稼働可能日数(２１５)  

入学式  卒業式 イベント 

(１４日)
－９ 

（１４日）   －３ 夏・冬休み 

５ 
スタートアップ  

講義 

　(１)　   (２)  (３)  (４)  (５)  (６)  (７)  (８)  (９) 
インターンシップ⓵

(チーム)  

インターンシップ
②(個人)   
　技術系 

(eラーニング)  
 ビジネス系  

(eラーニング)  

３×２＝
６ 

５×２＝ 
１０ 

５×２＝ 
１０ 

 
７×２＝ 

１４ 
 

コンピテンシー  
(４×５)  

 

６ 
 

 

８  

 

 

９ 
 

７ 
イノベーション  
ツール(６×５)  

①②③ 
④⑤ 

⑥⑦ Ⅰ(⓵～⑦×３)  

① 
②③④

⑤ 
⑥⑦ 

 
Ⅱ(⓵～⑦×３)  

 
①②③

④ 
⑤⑥⑦ 

 
Ⅲ(⓵～⑦×３)  

 

⑥⑦ 

①②③
④⑤ 

 
Ⅳ(⓵～⑦×３)  

 

①②③ 

 
④⑤⑥
⑦⑧⑨ 

 

⑩⑪⑫ 
⑬⑭⑮ 

⑯⑰⑱  【構想書】 
イノベーション  
構想(１８項目)  

個人研究論文  

開催 経営者講座  

基礎 

領域 

PBL 
実習 

発表会１ 
研究発表会  
(チーム構想)  

発表会 
研究発表会  

(個人研究論文)  

評価 

年間授業日数  

冬休  実証講座 

ス 
タ 
｜ 
ト 

記；授業日数は2018年度をベースに計画  

20  19  20  22  17  19  22  20  17  20  19  20 

 
要望に沿った実現計画策定 

 

 
要望に沿った実現計画策定 

 

 
 

“教育プログラム“年間授業計画 
 
 

８ 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オンライン併用型授業及び教育成果（挑戦構想）発表・審査会（審査基準） 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

事務局 
（主催） 

 
 
 

 
 
 

最先端 
事例協力企

業 
 
 
 

 
 
 

教育機関 
（認定機関）  

 
 
 

 
 
 

受講生 
 
 
 

 
 
 

公的機関 
 
 
 

 
 
 

地域コンソー
シアム 

 
 
 

挑戦構想・オンライン発表審査会  

 
 
 

ファンド 
 
 
 

論理的根拠   挑戦構想  実現計画 

公認資格認定  審査・評価結果  教育システム  

☆ＮＥＤＯ 
☆中小機構 
☆ＪＥＴＲＯ 
☆その他 

教育成果 

☆東芝 
☆ＮＴＴドコモ 
☆ＮＴＴインフラネット 
☆ソフトバンク 
☆富士通 
☆ＮＥＣ 
☆オムロン 
☆東陽テクニカ 
☆その他 

☆国内 
☆海外 
☆その他 

☆県、市役所 
☆工業団体連合会 
☆その他 

☆専修学校 
☆民間企業（事業主体） 
☆その他 

 
 
 

挑戦構想発表  
（一次審査）  

 
 
 

 
 
 

挑戦構想発表  
（二次審査：録画）  

 
 
 

☆大学・大学院 
☆研究所 
☆その他 

14:25～16:40  

16:50～17:05  

13:00～14:15  

17:15～18:30  

午前  午後 
時間割 

(１コマ：７５分制)  
Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅳ 

一日の授業要領(時間割)  

２、緊急時には担当教員に連絡の上 
　　後日、履修（録画授業）可能 
　　　（単位取得可） 

オンライン併用型授業 

 
 

専修学校“一年制・研究課程”授業要領(時間編成) 
 
 

（eラーニング）　（予習・復習）　（履修）  在宅  13

１、年間授業時間の５０％以上を 
　　会社在席したままで授業を実施 
 

午前中は会社に出社(通常勤務) 

９ 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１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

Ⅳ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

Ⅲ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

Ⅱ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

Ⅰ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

求められる能力（スキル・力量） 

能力評価指標マップ 

評価手法（視点） 

（１）授業 
　　　出席率　　　 
　　　授業態度　　 

 
（２）チーム活動 
　　　積極参加 
　　　チームワーク 
　　　 

（３）レポート提出 
　　　期限厳守 
　　　内容評価 

（４）期末テスト(構想) 
　　　チーム構想評価 
　　　個人構想評価 

成績評価  点数  合否判定  割合 
 

単位 
 

秀  １００～９０ 

合格 

 
上位１０％以内 

 

必要単位数 
 

【　】 
 

優 
 

８９～８０ 
 

上位３０％以内 

 
良 
 

７９～７０ 
 

上位７０％以内 
 

可  ６９～６０ 
 

上位６０％以内 
 

不可 

５９～４５ 
 

不合格 
 

４４～０ 

能力評価基準 

能力評価手法（内容） 

出席率 
 

 
 

 

授業態度 
 

 
 

 

（１） 

平均点 
 

 

積極参加 
 

 
 

 

チーム　ワーク 
 

 
 

 

（２） 

平均点 
 

 

期限厳守 
 

 
 

 

内容評価 
 

 
 

 

（３） 

平均点 
 

 

チーム構想評価 
 

 
 

 

個人構想評価 
 

 
 

 

（４） 

平均点 
 

 

（１）  授業 
 

 

（２）  チーム活動 
 

 

（３）  レポート提出 
 

 

（４）  期末テスト 
 

 

能力評
価 

 
 

合計点； 

判定 

 　順位； 

評価区分  評価内容  採点 

記；研究生に“求められる能力”に対応した能力評価手法・評価基準である 

(イノベーション構想) 

 
６点 

 

６点 

 
７点 

 
 

７点 
 

 
７点 

 
 

７点 
 

 
３０点 

 

３０点 

評価点配分 

100点 

 
 

能力評価手法・教育成果評価基準 
 
 

14

１０ 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計画利益は確保できるか 

生産性は向上するか 

新技術・新商品にできるか 

区分：Ⅰ　評価 

マネジメント手法は明確か 

プロジェクト構成・日程計画 

新規システム商品イメージ 

総合的実現項目・プロセス 

ビジネスモデル・予算計画 

変革の新規性・成果／効果 

区分：Ⅱ　評価 

変革の必要性・効果の規模 

危機管理手法は明確か 

挑戦構想・個別／総合評価  

区分：Ⅰ 
自社の課題解決 
・業績改善 

プロジェクト構成・日程計画 

新規システム商品イメージ 
 
総合的実現項目・プロセス 
 
ビジネスモデル・予算計画 

イノベーション構想書（稟議書）：総合評価（３０点満点） 

区分：Ⅱ 
新規事業： 
地域産業創生 

区分：Ⅲ 
新規事業： 
社会課題解決 

評価区分  評価項目 

 
 

Ⅰ 

 
 

Ⅱ 

 
 

Ⅲ 

区分：Ⅲ　評価 

各審査委員の評価をもとに全員・総合評価（○数で平均化）します 

 
 

 
Ⅰ 
  

Ⅱ 
  

Ⅲ 
  

Ⅳ 
 

 
 

少し劣る 
 
 

 
 

普通 
 
 

 
 

良い 
 
 

 
 

素晴らしい 
 
 

 
 

評価基準(内容) 
 
 

最優秀 

 
優秀 

 

構想総合評価 

二次発表・審査体制で実現支援すべき構想 

地域コンソーシアム体制で実現支援すべき構想 

記：構想の必要性・新規性・実現効果を評価 

２６～３０ 

２０～２５ 

 
 

実現支援構想候補： 
 
 

地域活性化(地域産業振興)へのアプローチ  

地域の”モノづくり企業”の仕事がなくなれば人は減る、人口が減ればその分サービス業も減る、こ
の悪循環が始まればその流れは止められない  
地域の”モノづくり企業”の優秀な何社かが“魅力的新規事業”を展開し、地元の要素技術(企業)
を活用できる魅力的プロジェクトの創造・実現が不可欠である。  
 

 
可 

 

 
否 

 

 
 

検討結果： 
 
 

 
 

方針： 
 
 

 
０．５点 

  
１．０点 

  
１．５点 

  
２．０点 

 

 
 

Ⅳ 

記；期末テストの実施要領【評価区分：４　に該当】 
１、チーム研究成果発表会・・・１日で“７チームの構想”発表(約１ｈ／チーム) 
２、個人研究成果発表会　・・・３日間で“約５０人の構想”発表(約０．５ｈ／チーム) 
 

 
 
【発表会参加・評価者】  
※発表会実施に際しては「参加者リスト」を作成する  
◇専修学校関係者(校長、教頭、担任、他)  
◇地元・コンソーシアム関係者  
　(工団連、役所、商工会議所、産業振興財団、他)  
◇地元・企業経営者(インターンシップ協力企業、他)  
◇産官学連携関係者(最先端技術協力企業、他)  
◇事務局関係者、他  
 
 

 
 

期末テストの成績評価手法・評価基準 
 

 

 
 

構想区分 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 
 

チーム研究成果 
 
 

 
 

個人研究成果 
 
 

 
 
氏名： 
 
 

 
 

チーム構成：① 
　　　　　　② 
　　　　　　③ 
　　　　　　④ 
　　　　　　⑤ 
　　　　　　⑥ 
　　　　　　⑦ 

 
 

 
 

教育成果発表会  
（期末テスト）  

 
 

 
 

※地域コンソーシアム体制  
（協議により最適な体制構築）  

 
 

記：二次発表・審査体制・・・地域コンソーシアム体制で”最優秀”  
　　と評価された”教育成果：挑戦構想”については、先端事例プラット　 　
フォームを形成する公的機関・民間企業・その他の体制で、二次  
　　審査・評価を行い関係者協議をもって実現支援策を講じてゆく  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令和２年度　文部科学省「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」委託事業

Society5.0等対応カリキュラムの開発・実証

「モノづくり産業におけるイノベーティブ産業人材養成プログラム開発事業」

研究報告書「リカレント」対応教育の本質について

令和３年2月

公益財団法人 国際人財開発機構
東京都千代田区霞が関３丁目６番１４号

令和２年度　文部科学省「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」委託事業

Society 5.0等対応カリキュラムの開発・実証
「モノづくり産業におけるイノベーティブ産業人材養成プログラム開発事業」

実施委員会委員

駒込和貴 公益財団法人  国際人財開発機構　理事

児玉紀裕 学校法人  大原学園　事業部長

武田陽一郎 学校法人  大原学園

石原明人 学校法人  田中育英会

飯田有登 学校法人  東京町田学園　理事・教頭

渡邉康祐 学校法人  滋慶文化学園　教務部長

久保全弘 愛知県立愛知総合工科高等学校専攻科　責任者

田浦久美子 国立大学法人  群馬大学  研究・産学連携推進機構  高度人材育成センター　特任教授

千葉武彦 NDIソリューションズ株式会社　部長

池内信弘 日本プロジェクトソリューションズ株式会社　部長

増田洋一 株式会社第一コンピュータサービス　代表取締役

後藤貴徳 レッツスポーツ株式会社　代表取締役

齋藤桂三 有限会社ケッズグループ　会長

小湊宏之 川崎市工業団体連合会　 ICT連携担当理事

小間田興二 NPO法人ECML21　特別顧問

山本武 川崎市経済労働局　産業振興部　工業振興課　課長（オブザーバー）

江津裕美 川崎市経済労働局　産業振興部　工業振興課　係長（オブザーバー）


